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グローバリズムを点検する 第 4回

病を広げるもの
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　前回、グローバリズムのなか、いやグローバリズムに対抗するかのように、独立国が増加していることを示した。つま

り、ナショナリズムが台頭しているということである。途上国の国民統合の苦悩は、大航海時代以前に欧州人以外

の民族が王権、軍事力、宗教などを動員して「国の歴史」がたどりやすい地域と、たどりにくい地域に分けていいの

だろう。前者は、中国、インド、イラン、モンゴル など、後者は、東ティモール、フィリピン、このほかアフリカ、南米など多数

存在する。後者は公用語を欧州言語に頼ることがしばしばで、固有の言語を堅持する場合も、文字はアルファベット

に置き換えられているケースが多い。前者の代表である中国では、漢民族は孫文率いる辛亥革命（現湖北省武

漢で始まる）で、少数派の北方民族が統治した清を打倒し、中華民国設立を宣言する。その後、日中戦争を経

て、中国共産党が中華人民共和国を設立する。中国の歴史教育は、清が大英帝国と戦ったアヘン戦争から始ま

る。中国において、抗日戦争は重要なテレビドラマの素材で、歴史教育同様、外敵を強調することで、愛国主義と呼

ばれるナショナリズムを補強する。さらには、共産党が堅持する戸籍制度は、移動の自由を制限し、国民管理や治安

維持に貢献してきた。中国人は戸籍地が明記された身分証明書の携行義務がある。戸籍が規定する居住地は社

会保障の統一を妨げるもので、都市と農村区分は緩和されてきたが、移動の制限手段としては堅持される。戸籍は

地方政府ではなく、公安、日本でいえば、警察が所管。さらに、街角や空港などに無数に設置されるテレビカメラ、モ

バイルの位置情報などテクノロジーが国民の監視に利用される可能性がある。人口は湖北省で6000万人、韓国

を上回り、日本の半分の規模である。新型コロナウイルス対策で1100万人の武漢で、交通制限が実施された。

　さて、スペインの植民地支配を受けた中南米の人口減少は、過酷な労働のほか、伝染病によるものとされてい

る。現代の人の交流は植民地時代と比べ物にならない。このため、感染症などの世界的流行を防ぐためには、国

際連携が強く求められる。ヒトの間で感染するコロナウイルスはこれまでに6種類が知られてきた。4種類は風邪の原

因で、あとの2つはSARS（重症急性呼吸器症候群）とMERS（中東呼吸器症候群）だった。世界保健機関

（WHO）は昨年12月、武漢発のコロナウイルスを「 2019-nCoV」と命名している。SARSと2019-nCoVは中国

発、 MERSはサウジアラビア発である。2019-nCoVの感染源は特定されていないものの、共通する可能性がある

のは、動物の接触や食生活である。特に中国では初期の感染に関する情報開示が遅れ、感染を広げてしまっ

た。MERSでは、感染源とみられるサウジアラビアを訪問したカタール人ら2名の病原体の類似性が確認された段階

で公表された。中国のSARSでは、カナダの医療情報監視団体がインターネット情報から感染の可能性をWHOに

指摘し、中国政府に紹介する形で感染が明らかにされた。今回は中国政府が公表したものの、初期に情報隠しが

あった。これを機会に中国の情報開示が進むかと、友人に尋ねると、「楽観視していません。個人が情報に対するリ

テラシーを積み上げていくしかない」と答えてくれた。情報開示は法治主義の確立が前提とすれば、容易ではないの

だろう。
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